レーガン後のアメリカ経済　一一その現状と課題一一 by 奥村 茂次


























































































































の政権は，その清算をめぐって苦闘している。レーガンの在任中に 1 兆ドル弱から 2.6 兆ドル
に膨れあがった国債残高は，その後1990財政年度末には 3 兆ドル， 92年度末には 4 兆ドル， 96 
年度末には 5 兆ドルと鰻のぼりに増え，対GDP比は70%を超えるにいたった。その結果，国
債利子負担が毎年2000億ドルを超えて財政硬直化の要因となり，それが歴代政権の景気対策の





































































































たが， 78-82年に再び急落し， 80年代に入ってからは低水準に固定化され， 90年代には一段と
表 1 アメリカの産業部門別非農業雇用と賃金
総数 <財生産部門> <サービス産業部門>
年 (千人) 鉱業 建設業 製造工業 運輸通信 卸売商業 小売商業 金融保険 サービス業 政府部門
1960 54189 712 2926 16796 4004 3153 8238 2628 7378 8353 
1965 60765 632 3232 18062 4036 3477 9239 2977 9036 10074 
1970 70880 623 3588 19367 4515 4006 11034 3645 11548 12554 
1975 76945 752 3525 18323 4542 4430 12630 4165 13892 14686 
1980 90406 1027 4346 20285 5146 5292 15018 5160 17890 16241 
1985 97387 927 4668 19248 5233 5727 17315 5948 21927 16394 
1990 109419 709 5120 19076 5793 6173 19601 6709 27934 18304 
1994 113429 605 4916 18063 5843 6060 20310 6788 31804 19040 
<構成比(%)>
1960 100 1.3 5.4 31. 0 7.4 5.8 15.2 4. 9 13.6 15.4 
1965 100 1.0 5.3 29.7 6.6 5.7 15.2 4. 9 14.9 16.6 
1970 100 o. 9 5. 1 27.3 6.4 5.7 15.6 5. 1 16.3 17.8 
1975 100 1.0 4.6 23.8 5.9 5.8 16.4 5.4 18. 1 19. 1 
1980 100 1. 1 4.8 22.4 5. 7 5.9 16.6 5. 7 19.8 18.0 
1985 100 1.0 4.8 19.8 5.4 5.9 17.8 6. 1 2. 5 16.8 
1990 100 0.6 4. 7 17.4 5.3 5. 6 17.9 6. 1 2. 5 16. 7 
1994 100 0.5 4.3 15.9 5. 2 5.3 17.9 6.0 28.0 16.8 
<週給(ドル)>
1960 81 105 113 90 n.a. 91 58 75 n.a. n.a. 
1965 95 124 138 108 125 106 67 89 74 n.a. 
1970 120 164 195 133 156 137 82 113 97 n.a. 
1975 164 249 266 191 233 182 109 148 135 n.a. 
1980 235 397 368 289 351 267 147 210 191 n.a. 
1985 299 520 464 386 450 351 175 289 257 n.a. 
1990 345 603 526 442 505 411 194 357 319 n.a. 
1994 385 666 570 507 554 460 216 424 360 n.a. 
資料: Statistical Abstract of the U. S. 195. 
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は全労働者平均(中位数)で 6%低下したが，図 3 に見られるように，高卒男子のそれは14.0
2 ドルから 1 1. 19 ドル(1.、ずれも 1993年価格〉へ20%下落し，高校中退者は 1 1. 85 ドルから8.64
ドルへ27% も下落したのにたいして，大学卒業者は同じ期間に19.41 ドルから 17.62 ドルへ 9%，
修士終了者は22.20 ドルから21.71 ドルへわずか 2%の下落にとどまった。賃金格差の拡大ばか
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アメリカにおける家族の平均実質所得は第 1 期レーガン政権の時期に低下し，第 2 期になっ











図 4 5 分位階層別実質平均家族所得の変化 (1996-93)
最貧困層 次位貧困層 中位所得層 次位富裕層



































表 2 アメリカ家族の 5 分位階層別年間総所得のシェア
<各階層の最高所得(ドル)>
次位低所得者 中位所得者 次位高所得者 最富裕層
29855 40545 55731 87018 
32531 44658 62665 99040 
31521 45661 66427 108760 
32933 47669 69723 116063 
31300 47000 69998 120043 
<各階層別の所得シェア(%)>
次位低所得者 中位所得者 次位高所得者 最富裕層
12.2 17.6 23. 8 40.9 
11. 6 17.5 24. 3 41. 6 
10.9 16.9 24. 2 43. 5 
10.8 16.6 23. 8 44.3 
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示すジニ係数は，図 5 のように， 74年以降長期的に上昇傾向を示してきたが， 89-91年に若干
の低下がみられたものの91年以降急上昇している。
アメリカ政府の設定している所得基準による「貧困ライン」以下の世帯数は1960年の 824 万
世帯から73年には483万世帯へ41. 4% も減ったが，その後再び増勢に転じ， 83年には765万世帯
にまで増加し 88-89年には一時700万世帯を割ったが， 90年代には急増して93年現在では839
万世帯と 60年水準を上回るところまで逆戻りしてしまった。全世帯に占める貧困家庭の比重も
12.3% と 80年代初の水準に戻り，とくに黒人家庭では総数の 3 割を超えている(図 6 参照)。そ
れとともに注目されるのは， 65才以上の老齢層における貧困者の比率は低下しているのにひき
かえ， 18才以下の若年層の貧困者率は80年代になって著しく増加していることである。 93年現
在で65才以上の貧困者率は12.2%だったのに対して， 18才以下では22.7%， 18'"'-'24才では 19.1
%にのぼった。とくに黒人若年者では貧困者率は46% と半ば近くを占めた。
こうした貧困家庭の増加は，上述した賃金所得における格差の拡大とともに，寡婦家庭の増
加が重要な要因となっている。 18才以下の子供を持つ片親家庭の割合は， 1960年の 9%から92
年には約27%へ 3 倍にも増えている。 r子供を持つ寡婦家庭の貧困率は46%にも達しており，
現在アメリカで生まれた子供の半分以上が，両親の離婚か未婚のために片親家庭で育てられて
いる」と，大統領経済報告は述べている。*






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































70年代から繰り返されてきた「輸出自主規制J (VE R) の要求は， 80年代にはさらにエスカ
レートして「アメリカ製品の輸入拡大J (V 1 E) の保障を要求するにいたった。とくにこの
要求は貿易赤字の大きい日本に向けられ，半導体や通信機器の輸入拡大を要求し，数値目標ま
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〔注〕 データは 6 カ月移動平均による。
〔出所J Economic Report of the President, 1996. 
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には26.1%に落ち，外貨建て対外債権では85年末の66%から94年末には 51. 9% に低下した勺
が，為替媒介通貨や決済通貨としてなお支配的な地位を保っており，国際通貨としてド、ルに取
って代る通貨が出現しないまま r慣性の法則」にしたがって当分の間なお「ドル本位制」が
つづくものと考えるほかはない。
*いずれも BIS年次報告より算出した。
ドル本位制が続くかぎりアメリカの「造幣特権J は失われず，アメリカは自らの国際収支赤
字をドルで、決済で、きるが， ドルの為替相場が維持されなければ諸外国は為替リスクを負わざる
をえない。 71年以降におけるドルの先進国通貨にたいする大幅な下落が各国のドル離れをおこ
し前記のようなドルの地位の低下を引き起こしたが，現状ではなおドルの覇権が喪われたと
はいえない。動揺する「パクス・アメリカーナ」の下でのアメリカは自らの覇権をなんとして
も維持すベく，貿易面でも通貨面でもこれまで以上に自国のナショナル・インタレストを前面
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に押し出して力づくの外交交渉を展開していくであろう。
1960年代におけるドル危機の進行にさいしては，アメリカは諸外国の「国際金融規律」の遵
守による国際収支改善の要求に対して「優雅な無視」を繰り返してドルのたれ流しをつづけ，
ついに71年の「金・ドル交換性停止」とプレトン・ウッズ体制の崩壊にいたったことは周知の
とおりであるが， 80年代半ばにおける債務国化以降も「双子の赤字」克服の努力は容易に進ま
ず，アメリカは圏内における増税や歳出抑制措置よりは「ドル本位制」の特権に依拠して諸外
国からの資本輸入によって赤字ファイナンスをつづけている。その結果，前掲表 3 にも見られ
るように，対外債務への利払いの増加によって例年以降投資収益収支までも赤字に転じ，アメ
リカの国際収支構造における借金体質はますます強まっている。
このような債務国支配ともいうべき状態での基軸通貨国としての地位の持続は黒字国の「体
制支持金融」によってのみ支えられる。目下のところ，最大の黒字国たる日・独の圏内経済の
不調からドルは堅調を維持しているが， ドル相場の安定が崩れたとき国際通貨体制の危機が再
現せざるをえない。ドル危機の進行を喰い止めえなかった60-----70年代の歴史的経緯からみて，
アメリカは自らの痛みを伴うような赤字克服策を講ずるよりは，覇権国としての特権を利用し
た諸外国への負担転嫁による局面打開を繰り返し，それが諸外国との車L蝶を増大させながら次
第にアメリカの国際収支構造の一層の悪化を招き，ついにはドル体制の破綻にいたる可能性が
大きいようにおもわれる。けれども覇権の交替は国際的な話し合いによってではなく，覇権の
寡奪をねらう新たな覇権国の登場によってしか行なわれえないとすれば，アメリカの覇権は動
揺をつづけながらもなお当分の開つづくものと考えざるをえない。
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